【様式１】
山梨県庁本館4階Nゾーン・オフィス環境改革モデル構築業務
質問書

	
山梨県総務部職場環境マネジメント課　宛
E-mail：shokuba-kankyo@pref.yamanashi.lg.jp
送付日：令和　年　　月　　日



	会　社　名
	
	所在地
	

	所属部署名
	
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	質問者氏名
	
	
	

	
	
	E-mail
	

	





※質問の先頭には、「企画提案公募要領」、「仕様書」等の別とページ及び項番等を明示すること。
※質問内容は、事項ごとに別葉で作成すること（データファイルは単一として複数ページに記載）。
※質問の受付期限は令和８年５月２７日（水）午後５時までとする。
※質問及び回答は、参加申込をしている者全員に対して共有する。


【様式２】
令和　　年　　月　　日

山梨県知事　長崎　幸太郎　殿

申込者　所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

参加申込書

山梨県庁本館４階Ｎゾーン・オフィス環境改革モデル構築業務委託に係る企画提案（公募型プロポーザル）に参加したいので、申し込みます。

１　参加方法　 ※いずれかにチェック
　□　単独参加
　□　協力会社によるグループ参加

２　申込責任者等
	区分
	会社名・部署・役職
	氏名
	電話番号

	申込責任者
	
	
	

	申込担当者
	
	
	



３　添付書類
・　誓約書【様式３－１】（正本１部）　　　
・　役員名簿【様式３－２】（正本１部）
（注）物品等入札資格者名簿に登載されている場合は、競争入札参加資格通知書（写）を添付すること。この場合において、上記【様式３－１】及び【様式３－２】の提出は不要とする。
・　資本関係・人的関係等に関する調書【様式３－３】（正本１部）
・　会社概要が把握できる資料（パンフレット等）（６部）
・　直近の会社の経営状況が把握できる資料（正本１部）
※　損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書、附属明細表等
・　都道府県税納税証明書（県税等に未納がない旨の証明書）（１部。写しも可）

【様式２ 別紙】

１　企画提案応募代表事業者（単独で参加する場合も含む。）の概要
	企画提案応募代表事業者
	会社名等

	


連絡担当
者
	所属


	
	
	
	役職・氏名


	
	所在地

	
	

	
	
	
	電話番号


	
	ホームページアドレス

	
	電子メールアドレス




	設立年月
	
	資本金（百万円）
	

	売上金（百万円）
	
	従業員数（人）
	

	山梨県との契約を行う事業所
（商号又は名称、所在地、代表者の役職・氏名）
	※上記と同じ場合は記入不要
	関連会社
	




２　企画提案応募事業者の概要（グループで参加する場合は、代表者以外の者について記載すること）
（１）構成員１
	
企画提案応募事業者
	会社名等

	


連絡担当
者
	所属


	
	
	
	役職・氏名


	
	所在地

	
	

	
	
	
	電話番号


	
	ホームページアドレス

	
	電子メールアドレス




	設立年月
	
	資本金（百万円）
	

	売上金（百万円）
	
	従業員数（人）
	

	山梨県との契約を行う事業所
（商号又は名称、所在地、代表者の役職・氏名）
	※上記と同じ場合は記入不要
	関連会社
	




（２）構成員２
	
企画提案応募事業者
	会社名等

	


連絡担当
者
	所属


	
	
	
	役職・氏名


	
	所在地

	
	

	
	
	
	電話番号


	
	ホームページアドレス

	
	電子メールアドレス




	設立年月
	
	資本金（百万円）
	

	売上金（百万円）
	
	従業員数（人）
	

	山梨県との契約を行う事業所
（商号又は名称、所在地、代表者の役職・氏名）
	※上記と同じ場合は記入不要
	関連会社
	



※構成員が３名以上の場合は、適宜追加してください



【様式２－１】
企画提案参加資格確認書

１　参加資格確認表（同種業務の実績を除く）
・　資格を有することを確認した欄に○を記入し提出すること。
・　単独参加の場合が「代表事業者」の欄のみ記入すれば良い。４者以上のグループの場合、適宜列を追加すること。
	項目
	区分
	代表
事業者
	構成員１
	構成員２

	事業者名（略称可）
	－
	
	
	

	地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。
	全員必須
	
	
	

	国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中でないこと。
	全員必須
	
	
	

	過去5年間に同種の業務を行った実績を有すること。（①企画提案）
	グループ
のいずれか
	
	
	

	過去5年間に同種の業務を行った実績を有すること。（②什器納入）
	グループ
のいずれか
	
	
	

	山梨県税に未納がないこと。
	全員必須
	
	
	

	会社更⽣法に基づく更⽣⼿続開始の申し⽴て又は⺠事再⽣法に基づく再⽣⼿続開始の申し⽴てがなされている者（更⽣⼿続開始又は再⽣⼿続開始の決定を受けた者を除く）でないこと。
	全員必須
	
	
	

	企画提案公募要領３(8)の暴力団排除に関する諸条件に記載したものに該当しないこと
	全員必須
	
	
	



２　同種業務の実績
・　過去5年（令和２年度から令和７年度まで）の間に、官公庁を相手に同種の業務を行った実績を記載すること。
	項目
	働き方改革に繋がるオフィス
リニューアルの提案、支援業務
（リニューアル規模が概ね職員数30名以上であること）
	オフィス什器の納入実績
（1件100万円以上であること）

	該当事業者名
	
	

	実施年度
	
	

	契約相手先
	
	

	契約金額
	
	

	業務概要
	
	


・　協力会社によるグループで参加する場合は、グループ全体で全ての実績を有していれば足りる。
※本紙は参加資格を確認するものであり、受注者の審査には使用しないため、簡潔に記入すること。
（詳細は別途企画提案書に記入）
※同種の業務を実施した実績を証す書類の写し（契約書等）を提出すること。写しは、契約相手先、契約期間、契約金額、受注者名が分かる部分のみとすること。（書類全体の写しは不要）

【様式２－２】
令和　年   月   日


委任状


　山梨県知事　長崎　幸太郎　殿


申込者　所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印


私は、次の者を代理人と定め、「山梨県庁本館４階Ｎゾーン・オフィス環境改革モデル構築業務」企画提案（公募型プロポーザル）に関し、次の権限を委任します。


	受任者
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	
	印

	委任事項
	１　企画提案参加申込みその他各種届出に関すること
２　応募辞退について
３　企画提案及び見積に関すること
４　契約の締結に関すること
５　契約代金の請求及び受領に関すること
６　契約に関する各種証明事項に関すること
７　その他、本事業への応募に関する必要な事項について







【様式３－１】
誓　　約　　書


令和　　年　　月　　日

山 梨 県 知 事　　殿


所在地　
商号又は名称　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
生年月日　



私は、次の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者
（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者
（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者
２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人ではありません。




【様式３－２】
役　員　名　簿

会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　　
作成担当者　　　　　　　　　　　　　　　　
連　絡　先　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　令和　　年　　月　　日現在の役員
	役　職
	氏　名
	氏名のふりがな
	性　別
	生年月日
（明治M、大正T、昭和S、平成H）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



１　本様式を山梨県が山梨県警察本部に照会することについて異議ありません。
２　虚偽の記載等を行った場合には、参加資格の取消並びに契約の解約等がなされても異存ありません。

令和　　年　　月　　日

住　所
氏　名（会社の名称及び代表者名）
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印


· この名簿には、登記簿謄本の「役員に関する事項」に記載されている役員（事業協同組合の場合は理事）を記入してください。監査役についてもご記入ください。また、契約の締結に関して営業所等に権限が委任されている場合には、その委任を受けている営業所等の代表者も記入して下さい。
　

【様式３－３】
資本関係・人的関係等に関する調書

令和　　年　　月　　日

所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

　申請日現在、資本関係・人的関係等は次のとおり相違ありません。

１　資本関係に関する事項
　①　会社法第２条第４号の規定による親会社等は、次のとおりです。
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	
	
	



　②　会社法第２条第３号の規定による子会社等は、次のとおりです。
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	
	
	

	
	
	



　③　①に記載した親会社等を同じくする他の子会社等（自社を除く。）は、次のとおりです。
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	



２　人的関係に関する事項
　　役員（管財人を含む）の兼任の状況は、次のとおりです。
	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　（備考）
　　　　1.　この調書は、資本関係・人的関係の有無に関わらず提出してください。
　　　　2.　該当がない事項については、その欄に「該当なし」と記載してください。
　　　　3.　①、②欄は、申請者から見た関係（「親会社」、「子会社」、「親会社を同じくする子会社」等）を記入してください
　　　　4.　記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加してください。


【様式４】

令和　　年　　月　　日

参加辞退届
	

　山梨県知事　長崎　幸太郎　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申込者 所　 在 　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　


令和　年　月　日付で公募開始された「山梨県庁本館４階Ｎゾーン・オフィス環境改革モデル構築業務」企画提案（公募型プロポーザル）について、参加を辞退します。








【様式５】
令和　年　月  日


山梨県庁本館４階Nゾーン・オフィス環境改革モデル構築業務
企画提案書


　山梨県知事　長崎　幸太郎　殿

申込者  所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　


「山梨県庁本館４階Ｎゾーン・オフィス環境改革モデル構築業務」に係る企画提案について、企画提案公募要領等に基づき、関係書類を添えて提案書類を提出します。
なお、実施要項に定められた応募者に関する条件を満たしていること、提出書類及び添付書類の全ての記載事項が、事実と相違ないことを誓約します。

（担当者連絡先）
	所属・役職
	

	氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	メールアドレス
	








